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沖沖縄縄のの教教職職員員のの休休職職率率低低減減ののたためめのの実実証証的的研研究究  

 

琉球大学 グローバル教育支援機構 教授 西本裕輝 

 

〔〔研研究究のの概概要要〕〕  

残念ながら沖縄は教職員の精神疾患による休職率（以下、病休率）が全国一高い。本研究では、その要因を解

明するため、さまざまな角度から分析を行った。まず、文部科学省等の公表データの分析から、都道府県ごとの病

休率と子どもたちの不登校率、学力に加え、生活習慣、離婚率等の子どもたちの家庭の状況が密接な関係にある

ことが明らかになった。また、沖縄県内で教職員を対象として実施した Web 調査（回答 945 名）により、子どもたち

の不登校や学力、家庭の状況（朝食摂取率や離婚率、生活保護率）等が教職員のストレスとうつ傾向を高めている

ことが明らかになった。さらに、上記の結果を補足するため、インタビュー調査（回答 32 名）も実施した。以上の分

析から、教職員の休職率、とりわけ病休率を低減するためには、家庭の協力が不可欠であるという結論に至った。

成果は学会や研究会、シンポジウム等で発表し多くのマスコミに取り上げられた。 

 

〔〔研研究究経経過過おおよよびび成成果果〕〕  

現在、全国的に教職員の休職者が年々増加してお

り、教職員の働き方が叫ばれている。その中で特に沖

縄県は、残念ながら教職員の病休率が全国一高い。

令和６年 12 月 20 日公表の文部科学省「令和５年度

公立学校教職員の人事行政状況調査」によると、沖

縄の教職員の病休率は全国平均 0.77％のところ約２

倍の 1.69％で 17 年連続のワースト１位となっている。 

この問題には、沖縄の学校が抱える厳しい環境が

大きく関連していると思われる。例えば、文科省「令和

５年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の

諸課題に関する調査」（令和６年 10 月 31 日公表）に

よると、不登校の 1000 人当たりの数は小学校では全

国 21.4 人のところ沖縄は 32.7 人となっており、全国１

位と厳しい状況にある。 

さらに、文科省「令和６年度全国学力・学習状況調

査」（2024 年７月 29 日公表）によると、沖縄の小中学

生の学力は全国最下位となっている（小学国語：40位、

小学算数：最下位、中学国語：最下位、中学数学：最

下位、総合順位：最下位）。加えて同調査により、沖縄

の子どもたちは朝食摂取率が低く、睡眠も乱れており、

家庭で支えられていないために生活習慣が確立され

ていないという結果も出ている。さらに、厚生労働省の

「人口動態統計」によると沖縄は離婚率が毎年１位と

なっていることがわかっている。 

このように沖縄には不登校が多く、学力も低く、そし

てその背後にある生活習慣が乱れているということが

データから明らかになっており、沖縄の教職員は日々

その対応に追われている。以上のような厳しい教育現

場の環境が、教職員の精神疾患のリスクを高め、休職

率を高めているものと推察される。 

そこで本研究では、いくつかの調査を実施し収集さ

れたデータの分析に基づき、教職員に悪影響を与え

る要因について統計分析により明らかにするとともに、

この問題の解決策について提示する。 

紙幅の関係上、すべての分析結果を掲載すること
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表表１１））教教職職員員のの病病休休率率とと各各項項目目ととのの関関連連性性（（相相関関係係数数）） 

 

はできないが、一部を表に示した。上にあげた公表デ

ータから都道府県別の直近２ヵ年分のデータを変数と

して投入し、相関係数を算出したところ、次のようなこ

とが明らかになった。すなわち各変数間の関係から、

病休率は、①子どもたちの不登校率が高くなるほど高

くなる、②子どもたちの学力が高くなるほど低くなる、

③子どもたちの生活習慣が整うほど低くなる、④離婚

率が高くなるほど高くなる、である。つまり、家庭で学

校を支えることのできる体制が整っている都道府県ほ

ど病休率は低くなると考えられ、ここからも家庭の協力

が不可欠であることがわかる。 

なお、これらの成果は、日本子ども社会学会第 30

回大会（於：日本女子大学）、第 9 回教育と学校の社

会学研究会（於：浜松学院大学）、シンポジウム「学校

にもウェルビーイングな風を」（於：沖縄県男女共同参

画センター）等において発表し、共同通信、東洋経済

等、マスコミから多くの取材を受け、テレビや新聞等で

たびたび取り上げられた。 
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